使用許諾単価契約書

　契約の名称　　　　　　　○○○使用許諾
　使用許諾物件　　　　　　○○○（名称など）
　　　　　　　　　　　　　　・○○○（製品名等）○○本
　　　　　　　　　　　　　　・○○ライセンス　一式
　使用許諾物件の利用場所　○○○
　引渡し期限　　　　　　　○○年○○月○○日

　契約期間　　　　　　　　契約の日から○○年○○月○○日まで
　ライセンス期間　　　　　引渡し日から1年間

使用許諾料（契約額）　　○○当たりの単価○○○○円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額○○円）
　契約保証金　　　　　　　免除
　
頭書の物件について、酒田市長　○○○（以下｢発注者｣という。）と○○○○会社　代表取締役　○〇○〇（以下｢受注者｣という。）は、各々対等な立場における合意に基づいて、下記の条項によって使用許諾の契約を締結するものとする。
　（総則）
第1条
受注者は、「別紙仕様書等」に基づき、頭書の使用許諾料をもって、契約期間中の当初使用許諾物件（以下「物件」という。）の使用を発注者に許諾するものとする
２　前項の「別紙仕様書等」に明記されていない仕様等があるときは、発注者と受注者が協議し

て定める。

（状況報告等）
第２条　使用許諾は、毎月の使用状況報告等を提出するものとする。
２　委託者は、前項の報告等を受けたときは、その日から起算して10日以内に処理した業務について検査を行わなければならない。
３　前項の検査の結果不合格となり、補正を命ぜられたときは、受託者は、遅滞なく当該補正を行い、委託者に補正完了の届けを提出して再検査を受けなければならない。この場合において、再検査の期日については、同項を準用する。

（使用料の支払）
第３条　使用料は、○○ごとの実績に頭書の契約単価を乗じて算出される使用料を支払うものとする。請求書の提出期日は、発注者の指示によるものとする。
２　発注者は、受注者の正当な請求書を受理した日から３０日以内に、使用許諾料を受注者に支払うものとする。
３　上記使用許諾料の消費税及び地方消費税はこの契約の成立日の税率により計算したもので、税率の変更により変動が生じたときは、変更契約書を取り交わすものとする。

（秘密の保持等）
第４条　受注者は、業務の遂行上直接若しくは間接に知り得た秘密を外部へ漏らし、又は他の目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
２　受託者は、本事業の遂行にあたり知り得た個人情報を、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）に則り適切に管理する。

　（権利、義務の譲渡禁止）
第５条　受注者は、この契約によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ書面により委託者の承認を得たときはこの限りでない。
　（物件の所有及び善良な管理者の注意等）
第６条　物件の所有権は受注者に属し、発注者はこれを善良な管理者の注意をもって使用管理しなければならない。
　（損害賠償）
第７条　受注者は、業務の処理に関し、故意又は過失により、発注者又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
２　前項の規定による賠償額は、発注者と受注者が協議して定めるものとする。
（契約不適合責任）
第８条　委託者が当該目的物の引渡しを受けた後において、種類、品質又は数量に関して本契約の内容と適合しない（以下「契約不適合」という。）ときは、受託者に対して相当の期間を定めてその本契約内容に適合しないものの修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求できるものとし、受託者が負うべき責任は、検査に合格したことをもって免れるものではない。
２　本契約内容に適合しないものの修補又は損害賠償の請求は、その不適合を知った時から１年以内に行わなければならない。ただし、目的物の本契約内容に適合しないものが受託者の故意又は重大な過失により生じた場合には、請求を行うことができる期間は、引渡しを受けた日から１０年とする。
３　委託者が成果物の引渡しの際に本契約内容に適合しないものがあることを知ったときは、その旨を直ちに受託者に通知しなければ、当該本契約内容に適合しないものの修補又は損害賠償の請求をすることができないものとする。ただし、受託者が本契約内容に適合しないものがあることを知っていたときは、この限りではない。
（契約の解除）
第９条　発注者は、受注者の行為が次の各号のいずれかに該当する場合においては、この契約を解除することができる。
　(1)　この契約に違反し、又は違反するおそれがあると認めたとき。
　(2)　この契約の履行について、不正の行為があったとき。
　(3)　正当な理由がなく、この契約の履行を怠ったとき。
　(4)　故意又は過失により委託者に重大な損害を与えたとき。
２　発注者は、前項各号に規定する場合のほか、特に必要があるときは、この契約を解除することができる。この場合において、受注者が損害を受けたときは、発注者は、その損害額を負担するものとする。この場合の損害額は、発注者と受注者が協議して定める。
３　第１項第１号から第３号までの規定によりこの契約を解除する場合には、契約保証金は、発注者に帰属するものとする。ただし、契約保証金が免除されている場合には、受注者は、発注者に対し解除違約金として契約金額（単価契約の場合は、予定数量又は実績数量のいずれか多い方に契約単価を乗じて得た金額）の１００分の１０に相当する金額を納付しなければならない。
４　第１項第４号の規定によりこの契約を解除する場合には、受注者は、発注者に与えた損害を賠償しなければならない。この場合の賠償額は発注者と受注者が協議して定める。
５　発注者は、この契約を解除しようとするときは、その理由を記載した書面により受注者に通知するものとする。
（談合等に係る契約解除）
第１０条　発注者は、この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。
(1)　受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。
　　以下「独占禁止法」という。）第７条第１項若しくは第２項（第８条の２第２項及び第

　　２０条第２項において準用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、第１７

　　条の２又は第２０条第１項の規定による命令を受け、当該命令に係る抗告訴訟（行政事件

　　訴訟法（昭和37年法律第139号）第３条第１項に規定する抗告訴訟をいう。以下この

　　条において同じ。）を提起しなかったとき。
(2)　受注者が独占禁止法第７条の２第１項（第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）、第７条の９第１項若しくは第２項又は第２０条の２から第２０条の６までの規定による命令を受け、当該命令に係る抗告訴訟を提起しなかったとき。
　(3)　受注者が独占禁止法第７条の２第１項ただし書（第８条の３において準用する場合を含む。）の規定による命令を受けなかったと認められるとき。
(4)　受注者が独占禁止法第７条の４第７項（第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）又は第７条の７第３項（第７条の９第３項及び第４項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を受けたとき。
(5)　受注者が第１号又は第２号に規定する抗告訴訟を提起し、当該抗告訴訟について棄却又
　　は却下の判決が確定したとき。
(6)　受注者（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明治４０年法律第

４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は公職にある者等のあっせん行為による利得

等の処罰に関する法律（平成１２年法律第１３０号）第４条の規定による刑に処せられた

とき。
２　受注者は、この契約に関して独占禁止法第７条の４第７項（第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）又は第７条の７第３項（第７条の９第３項及び第４項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による通知を受けたときは、直ちに当該文書の写しを委託者に提出しなければならない。
（暴力団排除違反に係る契約解除）
第１１条　発注者は、受注者が暴力団排除に関する誓約書（競争入札（見積）参加資格審査申請
　時提出）に違反した場合、契約を解除することができる。
　（疑義についての協議）
第１２条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義の生じた事項については、必要に応じ、発注者と受注者が協議して定めるものとする。
　　この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自
１通を保有する。
　○○年○○月○○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者　　酒田市本町二丁目２番４５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　酒田市長　　○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　　
ひな型【使用許諾／単年度契約】（単価契約）











契約期間の終期


・引渡し期限


（一括払い・購入のみ）


・利用予定期間の終期　等


（毎月払い・購入以外あり）


など





不要であれば削除





不要であれば削除








